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「この世で何よりも大切をのは、己れに徹するすべを心得ることである。」1  

モンテーニュ  

過程で日本における先住民族であるアイヌの  

人々3の権利保護にとって極めて重要な前進が2  

つ見られた．  

1つは，1997年3月27日に札幌地裁で下された  
にぶたに  
「二風谷ダム判決」（判時1958号33頁 判夕938号  

75頁）である．これは，ダム建設予定地であった  

Ⅰ．問題の所在－アイヌ民族に対する司法   

的救済の停滞  

国連で「先住民族の国際10年」2が1994年12月に  

開始され，世界各国の先住民族の諸権利に関する  

啓発活動が本格化したが（2004年に終了），その  

1 モンテーニュ，松浪信三郎訳『随想録（ェセー）ご（河出書房新社，1971年）．  

2 「先住民族の国際10年」が開始されるまでの経緯については，上村英明監修，藤岡美恵子・中野意志編『グローバル時代   

の先住民族－「先住民族の10年」とは何だったのか一－－－㌔ 第2章 相内俊一「「国連先住民族の権利宣言」制定過程と「10   

年」」24頁以下（法律文化社，2004年）が詳しい．  

3 アイヌ民族の歴史および文化を論ずる文献は膨大な呈にのぼるが，概論的なものとしては，田端宏・桑原真人『アイヌ民   

族の歴史と文化 教育指導の手引』（山川山販社，2000年），本多勝一『先住民族アイヌの現在』（朝日新聞社，1993年），同   

『アイヌ民族』（朝日新聞社，1993年），宮島利光『アイヌ民族と日本の歴史』（三一新書，1996年），野村義一他『日本の先   

住民族 アイヌ』（解放山販社，1993年），チエーネル・M・タクサミ，ワレーリー・D・コーサレフ，熊野谷菓子訳『アイ   

ヌ民族の歴史と文化』（明石書店，1998年）がある．また，わが国のアイヌ民族の政治的・社会的問題については，小笠原   

信之『アイヌ近代史読本』（緑風山版，2001年），山川力『政治とアイヌ民族』（未来社，1989年）といった文献がある．日   

本とロシアの外交史の観点からアイヌ氏族の経験に焦点をあてた著書として，テツサ・モーリス＝鈴木，大川正彦訊『辺境   

から眺める』（みすず書房，2000年）がある．  

57   



相 聞 宏 成  

イヌの人々を民族として位置付け（第1条），ア  

イヌ文化の誇りが尊重される社会の実現を基本理  

念として掲げているが（同条），このことは，日  

本が他民族・多文化と共生する社会としての一歩  

を踏み出したという点で評価できる．また，もう  

1つの成果として，アイヌ文化振興法の成立とと  

もに，アイヌの共同体の破壊につながったとされ  

人種差別的な色彩が濃厚であった「北海道旧土人  

保護法」（1898年制定）および「旭川市旧土人保  

護地処分法」（1934年制定）がようやく廃止され  

るに至った（アイヌ文化振興法附則第2条）．   

しかしながら，「先住民族の国際10年」がひと  

まず終わりを迎え，他国の先住民族問題7に一定  

の成果が見られる中で，アイヌ民族の諸権利の保  

障にどの程度の進展が見られるかという点になる  

と，状況は極めて厳しいと言わざるを得ない．   

まず，アイヌ民族の「先住性」の認定をめぐる  

問題であるが，二風谷判決の判示内容に関わらず，  

日本国政府は国連の規約人権委員会の場でアイヌ  

民族を先住民族として認めることを断固として拒  

否している8．また，アイヌ文化振興法もその名  

の通り，国および地方自治体がアイヌ文化の振興  

等を図るための施策を実施することを主たる目的  

とした法律であって，アイヌ民族の先住性ないし  

先任権には一切触れていない．同法以外にはアイ  

北海道平取町二風谷地区（住民の8割以上がアイ  

ヌの人々で占める）の原告2名が4，農地の強制  

収用を決定した北海道収用委員会の裁決の取り消  

しを求めた行政訴訟である．一宮和夫裁判長は，  

「既に本件ダムが完成している現状においては，  

取り消すことによって公の利益に著しい障害を生  

じる」として原告の請求を棄却した．しかしその  

一方で，「アイヌの人々は我が国の統治が及ぶ前  

から主として北海道において居住し，…なお独自  

の文化及びアイデンティティを喪失していない社  

会的な集団であると言うことができるから…『先  

住民族』に該当するというべきである」と述べ，  

アイヌ民族の日本における先住性を初めて認めた  

だけではなく，市民的及び政治的権利に関する国  

際規約（B規約）第27条および憲法第13条に照ら  

して本件の強制収用が違法であるとした（地裁判  

決で確定）．このような画期的な判示内容は，わ  

が国のアイヌ関係者，憲法学，国際人権法の研究  

者のみならず5，海外の研究者からも注目を集め  

ている6．   

いま1つの大きな動きとしては，1997年5月14  

日に「アイヌ文化の振興並びにアイヌの伝統等に  

関する知識の普及及び啓発に関する法律（平成9  

年法律第52号）」（以下，アイヌ文化振興法という）  

が国会を通過したことがあげられる．同法は，ア  

4 原告の1人は，1994年に参議院議員に繰り上げ当選し，アイヌ初の国会議員となった董野茂氏である．  

5 二風谷ダム判決については，数多くの文献がある．例えば，松本祥志「アイヌ文化振興法および二風谷ダム事件判決   

とアイヌ民族の国際法主体性」法セ518号18頁（1998年），常本照樹「先住民族と裁判一二風谷ダム判決の一考察－」国   

際人権9号51頁（1998年），岩沢雄司「二風谷ダム判決の国際法上の意義」国際人権9号56頁（1998年），苑原俊明「マイノ  

リティである先住民族の権利一二風谷ダム判決」重判解（平成9年）ジュリ臨時増刊1135号273頁，富田邦彦「アイヌ民   

族と所有権・環境保護・多文化主義（上）（下）」ジュリ1163号122頁，1165号96頁（1999年），今井直「先住少数民族の権利  

一一二風谷ダム事件一一」『国際法判例百選』156号98頁（2001年），保屋野初子「二風谷ダム訴訟 アイヌ民族への“償い”   

の言葉に代えた歴史的判決」法セ567号77頁（2002年）などがある．また，先住民族の権利侵害への救済について，民法学   

の立場から考察した極めて興味深い論稿として，古田邦彦「いわゆる「補償」問題へのアプローチに関する一考察（上）（下）  

一民族間抗争の不法行為の救済方法（日米比較を中心として）」法時76巻1号64頁，76巻2号107頁（2004年）がある．  

6 Seee．g，MarkA．Levin，EAsentialCommoditiesandRacialJustice：こなingConstitutionalP7′OteCtionq′j4Panblndigm10uS  

Pβ坤Jβわ力もねγ椚∽7dβ乃ねプ7dわ7がq′伽∽7才′β∫5ね′β∫〟プ7d励プ7，33N．Y．U．J．INT・L＆PoL．419（2001）．  

7 世界の先住民族が抱える政治的・社会的問題については，上村英明『先住民族の「近代史」』（平凡社，2001年）が参考に   

なる．  

8 この点については，上村 前掲注2 終章 上村英明「「先住民族の国際10年」が生み山した希望，現実，そして幻想」229   

頁以下を参照．  

9 アメリカの先住民の近代史を概観するには，清水知久『米国先住民の歴史』（明石書店，増補版，1992年）を参照．  
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ヌ民族に関する法律は現在のところ存在しないこ  

とから，アイヌ民族の先任権を認めその諸権利を  

保障する包括的な法律がわが国には未だに存在し  

ないということになる．これは，アイヌ民族への  

権利侵害に対する裁判所による救済を妨げている  

最も大きな要因となっている．   

事実，1998年に札幌地裁に提起された「アイヌ  

民族差別図書裁判」，翌年に同裁判所に提起され  

た「アイヌ民族共有財産裁判」では，ともにアイ  

ヌ原告の主張をことごとく斥けられており，札幌  

高裁でもアイヌ側が敗訴している．これは，アイ  

ヌ民族の権利保護をめぐる司法の態度が「二風谷  

ダム判決」以降，停滞しているか大きく後退して  

いることを意味する．   

わが国のこのような状況とは全く異なるのが，  

アメリカ合衆国における先住民族政策である9．  

同国では，多くの先住民部族が指定された保留地  

に定住し，一定の自治権に準じた権限を与えられ，  

部族の中には独自の裁判所を有するものもある．  

特筆すべきは，アメリカにおいては，連邦または  

州の裁判所との関係で先住民族裁判所の管轄権の  

範囲はどこまで認められるかという争点を通して  

先住民族の人権問題が論じられることが多いとい  

う事実である．この点，先住民族の権利保障とい  

う問題があくまでも「和人」社会の裁判所でしか  

争われることがないわが国の事情とは著しい相違  

がある．   

本稿は，アメリカ合衆国での先住民族裁判所の  

管轄権をめぐる問題を取り上げ，先住民族が現在  

抱える課題を検討することを目的とする．その中  

で，わが国のアイヌ問題の現状に何らかの示唆が  

得られれば幸いと考える．構成は次の通りである．  

Ⅲ．で先住民族裁判所の概要を示し，Ⅲ．で合衆  

国最高裁の現在までの判例法理を分析する．これ  

を土台として，Ⅳ．Ⅴ．において連邦控訴審で下  

された最新の判決を検討し批判を加え，Ⅵ．で先  

住民族問題における裁判所の役割を考察する．  

Ⅰ．アメリカにおける先住民族裁判所の沿革   

的概要  

まず，アメリカ合衆国における先住民族保留地  

（Indianreservation）および先住民族裁判所  

（tribalcourt）の沿革について触れておきたい．  

連邦政府は，「先住民族自身の法を形成させ彼ら  

がそれに服するべく」10，先住民族に固有の主権  

を古くから認めてきており，一定の自治権も与え  

てきた11．しかしながら，先住民族自治国家の法  

的地位は，合衆国最高裁の判例の用語によれば「領  

土内従属国家（domestic，dependantnation）」12  

であるため，保留地は部族が受託者となっている  

土地という扱いになり，合衆国連邦政府が保留地  

に対して最終的な権限を継続的に有しているとい  

うのが，最高裁の立場である．   

伝統的に，大半の部族は，紛争解決や刑事的活  

動の実施をコミュニティーの合意に委ねてきてお  

り，英米法に見られるような当事者対抗主義を用  

いてきたわけではない．現在，連邦政府が承認す  

る先住民部族は562を数えるが13，それぞれの部  

族は紛争解決のための伝統的な手法を保っている  

とされる14．しかし，先住民族保留地において正  

式な裁判所制度が発展したのは比較的最近のこと  

10 WillianlSV．Lee，358U．S．217（1958）．  

11アメリカ史の中での先住民部族の自治権の変遷については，石山徳子『米国先住民族と核廃棄物 環境正義をめぐる闘争』   

（明石書店，2004年）215頁以下が詳しい．  

12 CherokeeNationv．Georgia，30U．S．（5Pet．）1（1831）．この判決のジョン・マーシャル首席裁判官による法廷意見におい   

て「領土内従属国家」という言葉が初めて用いられた．チェロキー部族国家はジョージア州を相手取って訴えを提起できな   

いと判示した判例であるが，その中でマーシャル裁判官は，チェロキー部族国家が自らをアメリカ合衆国の排他的保護下に   

おいたということは，合衆国政府に対して「従属的」な地位を受け入れたことを意味すると述べている．  

13 SeeBureauofIndianAffairs，http：／／www．doi．gov／bureauindianafEairs．html（lastvisitedSep．24，2005）．  

14 Seee．gl，TribalCourtHistory，http：／／www．tribalresourcecenter．org／tribalcourts／history．asp（lastvisitedJul．12，2005）．  
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ていたため，連邦インディアン事務局（Bureau  

ofIndianAffairs）が運営する連邦の裁判所を借  

用していた．現在でもそのような裁判所は23を数  

える．   

現時点では，275のインディアン部族およびア  

ラスカ先住民村落が独自の正式な先住民族裁判所  

の機構を確立していると言われる．裁判所の種類  

も多様性に富んでおり，それぞれに適用される法  

も各先住民部族に特有のものである場合も多い．  

欧米式の裁判機構をモデルとしてそれに追随する  

先住民部族も見られ，そのような裁判組織におい  

ては成文法形式による実体法と裁判手続規則が適  

用されている．さらに，裁判機構面においては，  

上訴裁判所を備えている部族もある16．その一方  

で，自らの伝統的な紛争解決手段の復権に取り組  

んでいる先住民部族の数も急増しており，コミュ  

ニティー構成員による仲裁，長老者による評議会  

等の組織の活用といった，部族独特の伝統を生か  

した体制作りが見られる．   

各自の裁判制度を発展させていく中で先住民部  

族が考慮すべき課題としては以下の3点が挙げら  

れる．すなわち，果たして自分たちの裁判制度は，  

（1）迅速かつ長期的に耐えうる紛争解決の達成とい  

う臼的に対して効率的か，（2）犯罪発生防止と同時  

にコミュニティーの安全および福祉を確保するよ  

うな体制を保障しているか，（3）先住民コミュニ  

ティー内部ならびに外部のアメリカ入社会に対し  

て誇りを示せるほど，十分に機能しているか，で  

ある．これらの課題に対応する試みを行う中で，  

新たな裁判所制度の導入に踏み切る部族もあれ  

ば，現存する裁判制度に改善を加えるという方法  

論を採る部族もある．今後は，自らの文化におい  

ては効果的であると判明した伝統的な紛争解決手  

法と，英米法に特徴的なデュー・プロセスとの両  

である．   

今日知られているような先住民族裁判所の起源  

は，現在のサウス・ダコタ州にあるローズバッ  

ド・スー保留地内で1880年代に起こった事件に遡  

る．ラコタ部族の一員であったクロウ・ドッグ  

は15 
，同じ部族の者を殺害したが，その当時には  

ラコタ部族が利用できるような正式な裁判所制度  

が存在しなかった．伝統的な紛争解決の方法に  

則った結果，部族は，物品および食料品を被害者  

の遺族に与えるという形での償いを行うようクロ  

ウ・ドッグに命じた．遺族はこの解決方法に満足  

していたものの，連邦政府から見れば，部族のや  

り方は不十分であり連邦政府が想定する適切な処  

罰がクロウ・ドッグに下されていないように映っ  

た．その後，先住民族の問題を所轄していた内務  

省は，重罪以外の犯罪行為を裁き，先住民同士の  

紛争を解決すべく，インディアン犯罪裁判所を設  

置するに至った．しかしながら，この裁判所が適  

用したのは連邦法および連邦規則であって，先住  

民族の法または慣習ではなかった点に留意する必  

要がある．   

連邦政府の政策によって先住民部族が自らの法  

律を制定し自らの裁判制度の確立が促進される契  

機がようやく訪れたのは，1934年にインディアン  

再組織法（IndianReorganizationAct）が連邦議  

会を通過してからであった．この法律の制定に  

よって，自営農民を奨励する土地分配制度が廃止  

され，同化政策にも歯止めがかかり，先住民部族  

の自治権の拡充が図られることになった．しかし，  

当時は多くの部族が自ら制定した法典に依拠して  

いたのではなく，連邦行政命令集（Codeof  

FederalRegulations）の規定に基づいた司法運  

営を行っていたのが実情であった．また，数多く  

の小規模部族は自前の裁判所を有する財源を欠い  

15クロウ・ドッグについては，レオナルド・クロウ・ドッグ，リチャード・アードス，伊藤由紀子訳『魂の指導者クロウ・ドッ   

グースーー族メディスンマンの物語』（サンマーク山版，1998年）が詳しい．  

16例えば，オクラホマ州にあるチェロキー部族は一審と最高裁からなる二審制度を採用しており，最高裁は自らの判決をウェ   

ブ上で公開している．SeeJudicialBranch，TheCherokeeNationhttp：／／www．cherokee．org／TribalGovernment／Judicial一   

円rancll．aSp（1astvisitedJt11．12，2005）．チェUキー部族最高裁は保留地Tal11equallから200キU以上離れたオクラホマ・   

シティに位置し，オクラホマ州地裁ビルの中にある（筆者は2005年7月に視察）．  
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る」18と判示した．オライフアント判決にいう，  

先住民部族の権限が部族としての地位に相応しく  

ない場合というのは，「それが，連邦法によって  

規定されるアメリカ合衆国の最優先の国家主権と  

衝突する場合，…または合衆国憲法に根拠をおく  

諸価値と衝突する場合」19であると解されている．   

しかしながら，この判決の法廷意見で ，先住民  

族裁判所の質の向上とその機能の重要性について  

触れている箇所が注目される．  

先住民族裁判所の中には，多くの面で州の裁  

判所に匹敵するほど洗練されたものが次第に  

見られるようになっていることを我々は認識  

している．また，先住民族裁判所で事実審理  

を受ける何人に対しても特定の基本的な手続  

上の諸権利を拡充した「1968年インディアン  

市民的権利法（IndianCivilRightsActof   

1968）」の立法化により，非先住民をめぐる  

先住民族裁判所の刑事管轄権の行使に付随し  

て生ずる可能性のある危険の多くが消滅した  

ことも我々は認識している．そして最後に，  

先住民部族が強く主張しているような，今日  

の先住民族保留地における非先住民による犯  

罪の発生の多さという事実が，非先住民に対  

する刑事裁判権を発動する権限を必要として  

いるということも我々は認識していないわけ  

ではない．20   

州・連邦の利益に反する場合においては先住民  

部族に裁判管轄が認められないとのオライフアン  

ト判決の原則を再確認し，先住民部族が有する権  

限についてさらに明確に触れているのが，1980年  

のワシントン対コルヴイル先住民族特別保留地連  

合部族判決（以下，コルヴイル判決という）であ  

る21．これは，先住民族裁判所の権限が争われた  

ものではなく，保留地で販売されるタバコに対す  

者を融合した司法制度の構築が展開していくもの  

と思われる．  

Ⅱ．アメリカ合衆国最高裁の判例理論  

前述のように，アメリカ合衆国においては数多  

くの先住民族裁判所が存在しており，独自の司法  

運営を行っているわけであるが，その中には保留  

地で発生した先住民による犯罪行為に対する警察  

権，刑事裁判権の発動が含まれることに問題はな  

い．むしろ，保留地とその外部とに跨る事案にお  

ける司法管轄，具体的には，非先住民が保留地で  

行った違法行為について先住民族裁判所がどの程  

度まで刑事・民事を含めた裁判権を行使できるか  

が論点として浮上してきた．このような連邦・州  

の裁判所との司法管轄の競合問題は，比較的最近  

になって合衆国最高裁においても論じられるよう  

になってきたが，その判例の蓄積は現在まで相当  

な数にのぼる．ここでは，おおまかな流れを整理  

することにする．   

保留地で発生する紛争についての先住民族裁判  

所の管轄権に合衆国最高裁が初めて言及したの  

は，オライフアント対スクワーミッシュ部族判決  

（1978年）（以下，オライフアント判決という）  

であった17．これは保留地における非先住民によ  

る犯罪行為（この事案では自治区保安官に対する  

暴力等の業務妨害行為）に対して部族自治政府が  

裁判権を行使できるか否かが問題となり，結論に  

おいて裁判管轄が認められなかった判決である．  

その中で，競合する連邦（または州）と部族の利  

益を裁判所は考慮する必要があることを示唆して  

いる．その上で，「先住民部族は，連邦議会によっ  

て州に付与された権限，部族の地位には相応しく  

ない権限のいずれも行使することを禁じられてい  

17 01iphantv．SuquamishIndianTribe，435U．S．191（1978）．  

18 〟．at208．  

19 AlexTallchiefSkibine，D色々rence Owed TribalCourts’JurisdictionalDeterminations：TowardsCoEristence，Under－   

∫由〃dわ‡＆〟〃d月βゆβC′ββ′紺ββ〃β正行γβ〃′Czィ助川J〟〃d．ルd才cぬJAわ〃プ7∫，24N．M．L．REV．191，212（1994）．  

20 〟．at21112．  

21Washingtonv．ConfederatedTribesoftheColvillIndianReservation，447uS．134（1980）．  
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る州の課税権が問題となった事案であるが，先住  

民部族は「国家政府の最優先利益に反する」22権  

限を黙示的に剥奪されているとの判断がこの判決  

で最高裁によって示されている．   

警察権，刑事裁判管轄，課税権ではなく，先住  

民族裁判所の民事管轄権が言及された最初の事例  

は，1981年のモンタナ対合衆国判決23である．こ  

の事件において合衆国最高裁は，非先住民が不動  

産権を有する先住民族保留地内の土地での非先住  

民の狩猟・漁業権を規制する権限が先住部族には  

ないと判示したが，その中で，「非先住民が不動  

産権を有する土地であっても，先住民族保留地内  

であれば，非先住民に対して何らかの形態の民事  

管轄権を行使する固有の主権的権限が先住民部族  

には存する」24ことを認めている．先住民部族が  

そのような権限を行使できる2つの状況が明示さ  

れているが，それは，①「商取引，契約，賃貸借，  

またはその他の取り決めによって，先住民部族ま  

たはその成員と合意的関係を結んだ非先住民の行  

為を，先住民部族は，課税，許認可，またはその  

他の方法によって規制することができる」25と述  

べている箇所と，②「先住民族保留地内において  

不動産権を有する非先住民の行為が，先住民部族  

の政治的完全性，経済的保障，または健康および  

福祉に脅威を与えたり，一定の直接的な影響を及  

ぼす場合にもそのような行為について民事裁判を  

行使できる固有の権限が先住民部族にはある」26  

という箇所である．この判例は，先住民部族の規  

制権を肯定的に捉えているのが特徴である．   

モンタナ判決に強く依拠したのが，ストレート  

対A－1請負業者判決（1997年）27である．これは，  

先住民族保留地を通過する州の高速道路で起こっ  

た交通事故について，被害者である先住民が加害  

者およびその雇用者（ともに非先住民）を相手ど  

り人身損害の民事訴訟を先住民族裁判所に提起し  

た事案であるが，最高裁は，先住民族裁判所には  

そのような事件の裁判管轄権がないと結論づけて  

いる．この判決は，最高裁の判例法理によれば，「連  

邦法または条約による明確な授権がない場合に  

は，限定された情況においてでしか，非先住民の  

行為をめぐる管轄権が先住民族裁判所には認めら  

れない」28と指摘し，先住民族裁判所の民事裁判  

権に関するモンタナ判決を極めて限定的に捉える  

解釈を行っている．すなわち，①非先住民が先住  

民部族またはその成員と合意的関係を結んだ場  

合，または②非先住民の行為が，先住民部族の政  

治的完全性，経済的保障，または健康および福祉  

に脅威を与えたり，一定の直接的な影響を及ぼす  

場合，という2つの例外を設定し，それ以外の事  

案においては，先住民族保留地内の非先住民の土  

地における非先住民の行為について，先住民族裁  

判所の管轄権が及ばないとの原則を明らかにした  

のである29．その上で最高裁は，当該事故の起こっ  

た地点は先住民族保留地に位置するものの，その  

高速道路はノース・ダコタ州が維持・管理するも  

のであるから，モンタナ判決の法理がこの事案に  

も適用されるとしが0．但し，ストレート判決で  

は，事故が先住民族居住区内の先住民の土地で起  

こった場合の，準拠法や裁判管轄の問題について  

は全く触れられていない．   

最高裁は，2001年のアトキンソン貿易会社対  

シャーレー判決（以下，アトキンソン判決とい   

22 〟．at153．  

23 MolltallaV．UllitedStates，450U．S．544（1981）．  

24 〟．at565．   

25 〟．   

26 〟．at566．  

27 Stratev．A1Contraetors，520U．S．438（1997）．  

28 〟．at445．   

29 〟．at446．   

30 〟．at454．  
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う）31において再度モンタナ判決に依拠すること  

になった．この判決では，非先住民が不動産権を  

有する先住民族保留地内の土地に建てられたホテ  

ルに宿泊した非先住民に対して宿泊税を課す権限  

を，ナバホ部族政府（NavajoNation）32は有して  

いないと判示された．当該課税行為は，非先住民  

の土地について非先住民に対して行われたもので  

あるため，ストレート判決で明らかにされたモン  

タナ判決の原則が適用されるというのが，アトキ  

ンソン判決の主な理由付けである．当該課税は，  

合意的関係という例外にもあたらないし，政治的  

完全性に影響を与えるという例外にもあたらない  

として，有効とはならないとの判断が示されが3．   

モンタナ判決での原則をさらに発展させたの  

が，ネヴァダ対ヒックス判決（以下，ヒックス判  

決という）である34．事実の概要は次の通りであ  

る．ネヴァダ州の禁猟区監視員および先住民族居  

住区の警察官は，州裁判所が発行した捜査令状に  

基づき，先住民族保留地にある先住民ヒックスの  

家宅捜査を行った．これに対しヒックスは，当該  

捜査は捜査令状の範囲を逸脱しており，相当数の  

財産が損害を被ったと主張して，州および先住民  

部族政府の多数の公務員を相手取り，先住民族裁  

判所において損害賠償訴訟を提起した．手続の過  

程で被告は数人の州の禁猟区監視員に絞られた．   

一方，複数の禁猟区監視員およびネヴァダ州は，  

先住民族裁判所にはこの事件に関する管轄権が存  

しないことを確認する宣言的判決を求めて，連邦  

地裁に提訴した．連邦地裁および第9巡回区連邦  

控訴審はいずれも，先住民族裁判所の管轄権を肯  

定する判断を示し，ネヴァダ州側の主張を斥けた．  

連邦控訴審は，先住民族政府には自らの管轄領土  

内で生じた紛争を裁定する権限があるため，先住  

民族裁判所には民事裁判権があると判示してい  

る35 

合衆国最高裁は，捜査が先住民族保留地内で行  

われたものだとしても，先住民族裁判所は州の公  

務員を相手取った裁判を行う管轄権に欠けると  

し，下級審の判断を覆しが6．   

ヒックス判決の法廷意見を書いたスカリア裁判  

官は，「モンタナ判決の一般原則を先住民族居住  

区と非先住民族保留地の両方に適用する．別言す  

れば，土地の所有権的地位は，ある行為に対する  

規制が『先住民部族自治政府を保護するために必  

要なものであるのか内部的関係を管理するために  

必要なものであるのか』を決するにあたっての1  

つの考慮要素に過ぎない］37と述べている．これ  

は，先住民族政府に司法管轄権を授権するか否か  

を決する場合においても，モンタナ判決での例外  

事由が適用されない可能性もあること，すなわち，  

紛争の発生する場所が先住民の土地か否かという  

問題が相対的に重要性を失う場合もあることを意  

味する．   

そして，スカリア裁判官は，裁判管轄権を行使  

する先住民部族の利益と州法を執行する州の利益  

とを衡呈した結果，後者が前者を上回るため，本  

件では先住民族の土地で紛争が発生した点は決定  

的な要素とはならないと判断されると述べてい  

る38 
．結論として，先住民族裁判所に州の公務員  

による不法行為をめぐる民事裁判権があるとした  

31AtkinsonTradingCompany，Inc．v．Shirley，532U．S．645（2001）．  

32 ナバホ部族政府はアメリカ国内の先住民部族としては最大の規模を誇っており，総面積70，000k汀ぎを占めるその領土は，ア  

リゾナ州東北部全域，ユタ州，ニュー・メキシコ州にまたがっている．人口は約253，000人（2000年）を抱え，そのうちの131，166   

人がアリゾナ州内に住んでいる．  

33 〟．at659．  

34 Nevadav．Hicks，533U．S．353（2001）．  

35 Nevadav．Hieks，196F．3dlO20，103132（9thCir．2000）．  

36 Nevadav．Hicks，533U．S．353，374（2001）．  

37 〟．at35960．   

38 〟．at370．  
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原審判決の破棄・差戻しを命じた．   

しかしながら，本件での自らの判断は，州の公  

務員をめぐる先住民族裁判所の権限が問題となっ  

ている場合に限定されているとの一定の留保を示  

し，公務員以外の非先住民をめぐる先住民族裁判  

所の権限の問題一般は未解決であると述べている  

点にも留意すべきである39．   

最高裁がヒックス判決でのスカリア裁判官によ  

る「州または連邦と先住民部族との利益衡量」を  

用いたのは，先住民族の土地で生じた訴訟におい  

てのみである．モンタナ判決や，これに深く依拠  

したストレート判決およびアトキンソン判決にお  

いては，問題となった事実は先住民族の土地で発  

生したものではなかった．これに対して，先住民  

族の土地で紛争の原因が発生した事案である，オ  

ライフアント判決，コルヴイル判決，ヒックス判  

決においては，最高裁はモンタナ判決で提示され  

た2つの例外の適用を論ずることなく，州または  

連邦の最優先の利益が，裁判管轄権に関する先住  

民部族の利益を上回るか否かという判断基準を用  

いている．   

このように，紛争発生地が先住民部族の土地か  

否かという観点を機軸として判例理論を整理すれ  

ば，非先住民に対する先住民族裁判所の裁判管轄  

権の範囲を分析するにあたって，合衆国最高裁は  

二重の枠組みを設定しているように思われる．ま  

ず，訴訟原因が先住民部族の土地で発生していな  

い場合，先住民部族は裁判管轄権を基礎付けるた  

めの土地以外の事項に関する一定の利益の存在を  

立証しなければならない．このような立証により，  

モンタナ判決で示された2つの例外事由のいずれ  

かが適用されるか否かが決せられることになる．  

土地に関する利益もなく，かつ2つの例外事由の  

いずれも適用されないときは，先住民部族に裁判  

権に関する利益は存しないことになり，先住民部  

族の裁判管轄権は欠けるというモンタナ判決の推  

定を覆すことができなくなる．このような枠組は，  

ストレート判決およびアトキンソン判決の理由付  

けと一致しており，現に両判決とも，最高裁は土  

地の所有権を議論した上で訴訟原因が先住民部族  

の土地で発生していないことを指摘し，その上で  

モンタナ判決の2つの例外事由が該当するか否か  

を分析し，いずれも適用されないという結論に  

至っている．   

これとは対照的に，訴訟原因が先住民部族の土  

地で生じた場合には，裁判所は，先住民部族の土  

地所有の利益とこれに対応する州の利益とを衡呈  

しなくてはならない．州の利益が「先住民部族の  

自己統治という利益を上回るほど十分に重要であ  

る」40ときには，先住民族裁判所は裁判管轄権を  

有しないことになる．例えば，ヒックス判決にお  

いてスカリア裁判官は，「（州法に違反する狩猟行  

為の取締りという）執行行為を行う（ネヴァダ）  

州の利益は重要であり，たとえそれが先住民所有  

の土地に関連する場合であっても，連邦政府の連  

邦法の執行によって州政府の統治が損なわれるこ  

とがないのと同様に，州法の執行によって先住民  

部族の自己統治が損なわれることはない」41と指  

摘している．  

Ⅳ．司法管轄をめぐる最近の連邦控訴審判決   

（フォード判決（2005年））  

以上のような判例理論が形成されつつある中，  

自動車メーカーの製造物責任について先住民族裁  

判所の民事管轄権を認めないフォード自動車対ト  

デチーネ判決（以下，フォード判決という）42が  

ごく最近になって連邦控訴審で下され，注目を集  

めている．以下，その判示内容を紹介する．   

事実の概要は，次の通りである．1998年6月，   

39 〟．at358n．2．   

40 〟．at370．   

41 〟．at364．  

42 FordMotorCo．v．Todecheene，394F．3dl170（9thCir．2005）．  
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ナバホ部族自治政府が管理・維持を行っていた道  

路を部族民である女性保安官がフォード申エクス  

ペディションで走行中，横転事故が起こり，同女  

はほどなくして死亡した．2000年4月になって同  

女の両親は，アリゾナ州内にあるナバホ族裁判所  

において，フォード社を相手取り製造物責任訴訟  

を提起した．過去において製造物責任訴訟を扱っ  

たことはなかったものの，同裁判所は自らに事物  

管轄権（subject matterjurisdiction）があると  

判断した43．その主たる根拠は，ナバホ部族自治  

政府とフォード社の100％子会社であるフォード  

自動車信用社との問の賃貸借契約であったが，そ  

の中の裁判管轄条項には，「本件賃貸借契約また  

はこれに関連する取引から生ずるあらゆる訴訟  

は，ナバホ部族裁判所に提起するものとする」と  

の規定が存在していたのである．これに対して  

フォード社は，先住民族裁判所には事物管轄権が  

存しないと主張し，差止命令および宣言的判決を  

連邦地裁に求めた．   

連邦地裁は，先住民族裁判所には管轄権がない  

として，フォード側の請求をほぼ全面的に認容し  

た．「先住民族裁判所には非先住民に対する管轄  

権が存しない」とのモンタナ対合衆国判決44の一  

般原則に立った上で，この原則に対する2つの例  

外に言及した．その例外とは，①先住民族と何ら  

かの合意的関係に入った非先住民による行為を規  

制する権限が部族自治政府にあること，②先住民  

族保留地内において不動産権を有する非先住民の  

行為が，先住民部族の政治的完全性，経済的保障，  

または健康および福祉に脅威を与えたり，一定の  

直接的な影響を及ぼす場合には，その行為につい  

て民事裁判を行うことのできる固有の権限が部族  

自治政府には付与されていることであった．連邦  

地裁はこの2つの例外のいずれもが本件では適用  

されないとの判断を下した．すなわち，製造物責  

任訴訟をめぐる先住民族裁判所の管轄権に対して  

「真の合意」があったとは言えず，また，狭く適  

用されるべき第2の例外は本件とは関連性が薄い  

と連邦地裁は判断した．「単一の製造物責任訴訟  

におけるわずか1回の自動車の横転について，先  

住民族裁判所が特別な救済を与える必要はない」  

と論じてい る．   

死亡女性の両親およびナバホ部族自治区政府は  

控訴したが，第9巡回区連邦控訴審は，一審の判  

決を維持した45．法廷意見を書いたローリンソン  

裁判官は，連邦地裁と同様，先住民族裁判所に非  

先住民に対する管轄権がないとのモンタナ対合衆  

国判決の推定から論を始めている．そもそもモン  

タナ判決による基準は，非先住民の土地で生じた  

紛争をめぐって先住民族裁判所が管轄権を有する  

か否かを分析するために定式化されたものである  

にもかかわらず，本判決では，先住民族保留地で  

生じた紛争についても同一の基準を適用してい  

る．かようなモンタナ基準の拡大解釈を行った際  

に控訴審が依拠したのは，先に述べた対ヒックス  

判決46である．これは，非先住民族である州公務  

員が先住民族保留地において先住民族に対して不  

法行為を行い，その市民的権利を侵害した事例に  

おいて，先住民族裁判所に管轄権を否定した判決  

であった．この判決で合衆国最高裁は，州の公務  

員をめぐって先住民族裁判所が管轄権を有するか  

否かという問題の判断には，土地所有に対する先  

住民族の利益とこれに対応する州の利益との衡量  

を要すると判示していた．ヒックス判決が「特別  

保留地内での事故に関与した非先住民をめぐる先  

住民族裁判所の管轄権の範囲はいかにという課題  

を残している」と認めながらも，第9巡回区連邦  

控訴裁判所は「先住民族裁判所の管轄権は，拡充  

43 SeeFordMotorCo．v．Todecheene，394F3dl170，1173（9thCir．2005）；FordMotorCo．v．Todecheene，221F．Supp．2d   

atlO7374．  

44 Montanav．UnitesStates，450U．S．544（1981）．  

45 FordMotorCo．v．Todecheene，394F．3dl170，1183（9thCir．2005）．  

46 Nevadav．Hicks，533U．S．353（2001）．  
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に関する管轄権の有無の問題は，訴訟原因が先住  

民族の土地で生じたか否かが重要な間口の問題と  

なる．紛争が先住民部族の土地で発生しなかった  

場合，①非先住民と先住民部族との間に合意的関  

係が存するとき，または②非先住民が，先住民部  

族の政治的完全性等に悪影響を及ぼしていると  

き，のいずれか（モンタナ判決による2つの例外  

事由）に該当しなければ，先住民部族には裁判管  

轄権が欠ける．これに対し，先住民部族の土地で  

訴訟原因が発生した場合，アメリカ合衆国の主権  

的利益すなわち州または連邦の利益と，先住民部  

族の利益との比較衡量を行い，前者が後者を上回  

るときには，先住民部族に司法管轄権が与えられ  

ない．これが，オライフアント判決からヒックス  

判決までの最高裁の判例理論の骨子である．   

フォード判決で問題となった自動車事故が起  

こったのは先住民部族の土地にある道路において  

であった．その点を重視すれば，オライフアント  

判決やヒックス判決で見られたような利益衡量を  

行うべきであって，モンタナ判決の例外事由への  

該当性を検討すべきではなかったと考えることが  

できる．したがって，利益衡量基準をフォード判  

決が用いなかったことは合衆国最高裁判例からの  

逸脱であり，また，先住民族裁判所の管轄権の範  

囲を不当に狭めていると捉えることも可能であ  

る．   

また，先住民族裁判所の管轄権に関する利益衡  

量についてであるが，必ずしも多数の事案分析を  

最高裁が経験しているわけでもなく，利益衡量基  

準の輪郭が未だに明確になっていないことから  

も，製造物責任が問題となったフォード判決のよ  

うな事案において，州と先住民部族との利益とを  

綿密に比較・検討する価値は十分にあると思われ  

る．そのような絶好の機会をフォード判決は奪っ  

てしまったことになるのではないか．   

ある論者は，フォード判決について次のような  

されるべきではなく縮減されるべきとの合衆国最  

高裁の明白な指針を無視すること」はできないと  

論を展開した．その上で，モンタナ基準による2  

つの例外を検証し，そのいずれもが本件には適用  

されないとの結論に至った．   

3人の控訴審裁判官のうち1人（フレッチャー  

裁判官）が反対意見を書いたが，これは，同じ第  

9巡回区裁判所の先例であるマクドナルド対ミー  

ンズ判決（2002年）47に強く依拠している．この  

先例は，先住民族保留地にある道路に自己所有の  

馬を不法侵入させた非先住民である被告と，自家  

用車でその馬を轢いた先住民族である原告との問  

の紛争をめぐる管轄権が，先住民族裁判所に存す  

ると判示したものである．本件の事故が保留地の  

道路で発生しており，しかも先住民族の土地で生  

じた紛争について先住民族裁判所の管轄権を否定  

した合衆国最高裁の判例が存在しないことを根拠  

として，フレッチャー裁判官はこの先例が本件に  

適用されるとした48．反対意見の論理によれば，  

先住民族裁判所は事物管轄権を適切に行使する権  

限を有していたことになる．さらにフレッチャー  

裁判官は論を展開し，ヒックス判決の基準に依拠  

したとしても先住民族裁判所に管轄権があるとい  

う結論には影響が及ばないと主張している．すな  

わち，先住民族裁判所が管轄権を有するという利  

益と被告であるフォードの子会社が先住民族裁判  

所の管轄権から逃れる利益との衡量を行えば，前  

者が後者よりも優先されるべきであるというので  

ある49．  

Ⅴ．検討  

次に，Ⅲ．で検討した合衆国最高裁の判例理論  

に基づき，フォード判決を検討し批判を加えてみ  

る．   

前述の通り，先住民族裁判所が非先住民の行為  

47 McDonaldv．Means，309F．3d530（9thCir．2002）．  

48 Todecheene，394F．3datl184，118688（Fletcher，］．，dissenting）．  

49 5ββ才d．atl18889．  
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扱った事例からは，アメリカ先住民が抱える問題  

の特徴が浮き彫りになった．すなわち，非先住民  

連邦・州政府機関の場合もあれば州民である  

場合もあるが警察権の発動や土地の買収と  

いった形で先住民部族の自治権に介入する中で，  

先住民部族自治政府は課税権や裁判権の行使とい  

う形での対抗を試みているという点である．自治  

権をめぐる先住民部族と連邦・州との攻防は，連  

邦政府がとる先住民族政策との関係で今後も変化  

していく可能性もあるが，対立軸の構造そのもの  

は基本的に維持されるものと思われる．   

翻って，わが国におけるアイヌ民族の権利保護  

の問題との関連を考えてみたい．確かに，先住民  

部族の数・規模・歴史，政府の先住民族政策を支  

える法制度，政治体制などにおいて，わが国の事  

情がアメリカとは全く異なることは否定しがたい  

事実である．しかしながら，（1）土地の侵奪，強制  

移住などの歴史がある，（2）先住民と非先住民の間  

に経済格差が存在する，（3）（（2）を前提として）先  

住民族の土地で，非先住民による資源の略奪，環  

境問題の悪化などの事例が頻発している，（4）次世  

代を担う若者の多くが都市部へ流れ，先住民族と  

してのアイデンティティが希薄化している，と  

いった共通の課題を有していることもまた事実で  

ある．これらは，多かれ少なかれ世界の他の地域  

の先住民族にも見られる現代的な課題であるが，  

これに対する法的対応の可能性については，別稿  

にて検討を重ねたい．   

このように多様で複雑な状況に直面する中で，  

いかに先住民族の権利保護を図っていくかを考え  

るにあたっては，裁判所が果たすべき機能を再検  

討することが極めて重要になる．なぜならば，司  

法権の権能という原点に立ち返れば，多数者の代  

表が立法府を構成する社会制度の下では，先住民  

族をはじめとした少数者に対する人権侵害に十分  

な救済を与えることができ，またそのような役割  

を期待されているのが，裁判所であることに疑い  

批判を展開している．  

フォード社は，トラック部門では世界第1位  

の，′ト型市部門では第2位の製造業者である．  

また，30カ国以上で自動車の部品製造，組立，  

販売を行っている地球規模の会社でもある．  

フォード車は，200以上の国または地域にお  

いて，10，500社以上のディーラーによって販  

売されている．一見しただけでも，アリゾナ  

州に相対的に限られた関連性しか持たず，他  

の多くの州や諸外国の裁判所にすでに関与し  

ている会社に対して，先住民族裁判所が管轄  

権を行使することを許容しても，州の実質的  

な利益を侵害することにはならないと結論付   

けることは当然のように思える50．   

この指摘が正しいとすると，本件の事案におい  

てはアリゾナ州にフォード社との固有の関係があ  

るわけではないということになり，ヒックス判決  

で示された判断基準を用いたとすれば，先住民族  

裁判所に管轄権を認めざるを得なくなるのではな  

いかと考える．なぜならばヒックス判決では，狩  

猟を禁止することにより州内に棲息する動物を保  

護するというネヴァダ州固有の利益を認めたから  

こそ，最高裁は州の利益が先住民族の自治権を上  

回ると判断したからである．フォード判決の事案  

では，そのような州固有の利益を見出すことは困  

難となる．フレッチャー裁判官の反対意見におい  

ても，この点について同様の論理が展開されてお  

り，司法管轄権を有するという先住部族の利益は  

重要であり，十分に考慮に催すると主張されてい  

る51 ．同様の事例が合衆国最高裁の場で論じられ  

ることになれば，フォード判決の法廷意見の論理  

は覆される可能性が高いものと思われる．  

Ⅵ．おわりに  

以上，アメリカにおける先住民族裁判所の管轄  

権をめぐる判例法理を考察してきたが，その中で  

50 RecentCases，AmericanlndhulLawTribalCourtCiLJilJurisdiction，118HARV．L．REV．2469，2476（2005）．  

51Todecheene，394F．3datl184，118889（Fletcher，］．，dissenting）．  

67   



相 聞 宏 成   

の余地はないからである．   

二風谷ダム判決において札幌地裁は，アイヌ民  

族の先住性を認め，先住民族の伝統的な文化基盤  

を破壊するダム建設が違法であると断じた．  

フォード判決の反対意見は，先住民族保留地で起  

こった事故に関する製造物責任訴訟を先住民族裁  

判所の管轄下に置くべきであると述べた．これら  

は裁判所によるリップ・サービスに過ぎないと捉  

えることもできるが，先住民族の諸権利に関する  

積極的な司法判断が示されていると評価すること  

も可能である．今後は，裁判所の判決がこの種の  

問題についていかなる影響を与えるかといった観  

点からも議論を深めていく必要があるように思わ  

れる．  

（旭川校助教授）  
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